第3章　中国

ナズール・イスラム
2006年1月下旬の発表によると，2005年の中国経済は実質GDP成長率9.9％で，急速な成長を持続している（表3.1）。これは表1.2の予測あるいは昨年11月に中国社会科学院，12月に国家信息中心がそれぞれ出した予測の9.4％を大幅に上回っている（Consensus Economics，2005）。2006年の予測は概して再び成長がある程度鈍化するとの見解が多いものの，ここ数年は予測を上回る成長が続いているため，予測通りに鈍化するかどうかはわからない。

2004年の経済センサスに基づき，中国の名目GDPが改訂された。改訂前と比較して，1993～97年で2～6％，1998～2000年では8～11％の誤差が生じており，2003～04年で16～17％とGDPが大きく修正されている（China, National Bureau of Statistics，2006a）。この改訂後の数字によれば，1993～97年および1999～2004年の経済成長率も改訂前より高くなっている。GDPやGDP成長率のデータ改訂は主に第3次産業をより包括的に推計したためである。改訂前は2001～04年の名目GDPにおける第3次産業の占める割合は32～34％と計算されていたのに対し，改訂後では41～42％と計算されている（表3.1）。1993～97年においても第3次産業の対GDP比が改訂前では30～33％であったのに対し，改訂後は33～34％と少し調整されている。識者たちは第3次産業およびGDPが過小推計だと疑問を抱いていたため，今回の改訂でより合理的になったと評価している。しかしながら，それでも今回の改訂はまだ十分ではない。鉱業，製造業，その他で構成される第2次産業はここ数年間で最もシェアが大きく，かつ最も急速に成長を遂げており，第3次産業がそれに続いている。なお，今回の改訂においては，特に1993年以前の数値の改訂がなされておらず，不変価格による比較の面で連続性を失っている。

このような問題点は，まだ改訂されていない支出面にも及ぶ。さらには，実質値も推計されていない。表3.1の実質値による支出面のシェアは世界銀行のデフレータを用いたものである（World Bank，various years）。名目でみても実質でみても総固定資本形成が近年の支出の成長の源泉になっており，対名目GDP比は2004年で44％であった。総固定資本形成のデータを詳細に見ると，2004年の民間固定資本形成のシェアが22％と拡大し，急速に伸びていることが分かる（China, National Bureau of Statistics，various years a，various years b）。その結果，2005年1～11月期の総固定資本形成の成長率は28％で，名目GDPの成長率（14％）をはるかに上回っている。一定の投資率を保てないという懸念から，中国政府は経済成長抑制に向けた努力を試みた。しかし，中国の短期・長期金融市場は比較的未成熟で，金融政策は投資に影響を与える程の力を持っていない。その結果，中国は不動産部門に対する貸出を規制する政策をとり続けている。多くの専門家は，成長をよりバランス良く軌道に乗せるために国内消費を刺激する必要があると指摘するが，中国当局はその指摘を受け入れる気がないようだ。

中国がより柔軟な為替相場体制を採ることを躊躇した理由の1つに，1999～2004年にGDPの2～3％を占めた貿易黒字を持続させたいという中国政府の思惑がある（表3.1）。国民経済計算では示されていないが，国際収支の予測値（表3.2）では，純輸出余剰で最大のシェアを占める財貨貿易黒字が2005年には1,440億米ドルと同年のGDPの6.5％を占めるほどに増大した。この膨大に膨れ上がった黒字が2005年のGDP成長を支えたといえるが，そのことで主要な貿易相手国，特に欧州と米国から批判を浴び，中国からの輸出に規制がかかるようになった。そのような批判と規制を受け，中国は長い間続けていた米ドルに対するペッグ制を改め，7月から通貨バスケット制を参考にした変動為替レート制へと移行した。しかしながら，その変化は微々たるもので，2005年末の時点で人民元は2004年に比べてわずか2.5％上昇したにすぎない。

インフレ率が2004年に上昇した後，消費者物価指数が2005年1～11月期で1.8％の上昇，GDPデフレータの伸びは約4％にとどまり，インフレは少しおさまった（表3.2，表1.2）。2006年は総じてインフレがわずかに上昇するとの見通しである。2005年の貸出金利は変わらなかったが，マネーサプライの増加と財政赤字に陥った。2004年の時点ですでに非常に大きな額を示していた外貨準備高は，10月末までに著しく増加した。こうした指標は中国の金融基盤が非常に丈夫にできているということを示唆するが，主に国有企業や国有銀行によって作られた不良債権の問題は潜在的に残ったままである。

目覚しい経済成長に拍車をかけた市場改革は，負け組や不正，環境問題をも産み出した。社会的不安がつのっている。特に，中国の農村地域に住む7億人の住民は苛立ちを隠せなくなっている。デモ抗議に関連する事件の総数は，1984年はわずか10,000件だったのが1994年には58,000件に上り，2004年には74,000件にまで増加した（The Washington Post, 2006年1月29日）。政府は地域格差や所得格差を減らすように努めることでこれに応えた。例えば，内陸部への投資額の比重を大きくしている。また，農民の負担を軽減するため，農業税も完全撤廃した。政府は地方レベルでの多少の草の根的な民主主義も容認している。中国当局が市場改革の社会的影響に耐えられるかどうか，そして政治的機能を維持できるかどうかが今後の大きな関心事であろう。

中国の国際貿易は大変急速に伸びており，機械製品は輸出で急成長すると共に，輸入もここ数年は最大のシェアを占めている（表3.3）。そして2004～05年には輸出でも最大のシェアを占めるようになった。その他製品（衣類，金属製品など）の貿易シェアもまた大きく，輸入では天然素材や燃料のシェアが大きい。米国と欧州工業国はこのところ中国にとって最大の輸出市場となっており，その後に香港（ただし香港への輸出のほとんどが海外へ再輸出されている），日本が続く（表3.4）。日本は輸入面で最大の貿易相手国で，その後に欧州工業国，韓国，台湾，米国が続く。日本の中国との貿易は財貨貿易が中心で，日本の入超である（表3.5）。日本の場合，その他製品，特に衣類とおもちゃ等のその他の雑製品が輸入で最大のシェアを占め，機械製品が最大の輸出品目である。日本から中国へのサービスの輸出や直接投資もまた，近年急速に増えており，経済産業研究所の推計によると，2002年時点で日系現地法人に雇用されている中国人従業者数は77万8,000人で，そのほとんどが機械製造業で働いている（表3.6）。
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